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Ⅰ．アメリカ経済に天井を決められるチュウゴク経済
１．成長持続の鍵はアメリカの先端部門の成長力
経済の成長は生産の諸部門の再生産循環が拡大的に持
続することによって実現する。現代の世界経済は、機関
車の役割を果たす先進国経済、とりわけアメリカ経済と
の経済循環にうまく適合した途上国が発展軌道に乗るこ
とができる。
ニッポン企業は第２次大戦後、アメリカから技術導入
を積極的におこない、製品をアメリカに輸出することで、
技術力を高度化しながら、アメリカに急迫していった。
ニッポンは、熱戦（チョウセン戦争、タイワン海峡戦、
ベトナム戦争）や冷戦で社会主義圏と直接接し、戦争に
よる破壊と緊張関係を強いられたカンコクやタイワン、
東南アジアより、大陸から離れた好位置にあった。その
ため完全にアメリカ勢力圏の内部に取り込まれ、社会主
義国の軍事的脅威と直接に接するのを避けられたため、
軍事方面に膨大な人的、物的資源を振り向けることが必
要とされず、経済発展にまい進することで、この発展軌
道にいち早く乗ることができた。
ニッポンがもし、チョウセンやベトナムの位置にあれ
ば、「平和憲法」などはもてなかったし、戦争を避ける
ことはできなかっただろう。「平和憲法」があったから
ニッポンは戦争に巻き込まれなかったなどという主張が
なされるが、それではチョウセン人やベトナム人は「平
和憲法」をもたない“好戦的”な人々であったから戦争
になったのであろうか？そうではないだろう。両体制が
ぶつかり合う位置にあったからに他ならない。「平和憲
法」のおかげで平和であったわけではない。アメリカの
軍事力圏の傘の端ではなく、少し内側に入ったところに
あったからこそ矢面に立つ必要がなく「平和憲法」をも
てたのである。
ベトナム戦争の失敗に気がついたアメリカは、ニクソ
ンが訪中し（72年）チュウゴクへの封じ込め政策をや
め、チュウゴクをアメリカを軸とした資本主義市場経済
圏に取り込むことで、アジア戦略の再構築を図った。
その結果、東・東南アジアの軍事的緊張が一挙に消失
し、この地域がニッポンと同様にアメリカ市場を軸とし
た発展軌道に乗ることができた。これが雁行的発展と称
され、まずNIES（四小龍）がニッポンの後に続いた。
そして、80年代になると、チュウゴクもまた、この発
展軌道に乗ってくるのである。しかし、先頭のニッポン
雁が向う先には、餌が豊富にあるアメリカ市場があるこ
とを忘れてはならない。（図表１）
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アメリカはその国内市場を途上国に提供するという横
綱相撲をとることで、アメリカ経済圏に入ることが豊か
さへの道であることを示し、資本主義体制の優位性の証
拠とした。ソ連を中心としたヨーロッパの社会主義圏は
80年代に崩壊することとなる。
しかし、途上国経済の成長は、しだいにアメリカ経済
の優位性を奪うことになり、とりわけニッポンとの貿易
摩擦が激しくなる。ニッポンは外資を排除しつつ、自国
資本の保護育成政策を貫徹し、鉄鋼、家電、半導体（メ
モリ）、自動車などの中位技術産業を発達させることで、
アメリカの同業部門を圧迫した。
ところが、アメリカは伝統・中位技術産業を縮小して、
IT部門など先端技術産業部門へ主力部門を移すという
産業構造の転換を80年代に開始し、90年代後半に完成
する。インターネットの運営はアメリカが管理し、ソフ
ト開発も、中央演算処理半導体（CPU）も、宇宙産業も、
バイオテクノロジーでもアメリカが断然優位に立ってい
る。2005年段階では、先端産業といわれる IT産業も最
先端部分（Engineering、Design、R＆D）とそうでない
部分（Assembly、Manufacturing）に分かれ、前者がア
メリカに残り、後者はアジアに移った。（本段落：図表
２参照）
現在のアメリカは、伝統産業を基本的に必要としない。
アメリカ国内の伝統産業企業は途上国へ転出し、アメリ
カに輸出する。途上国企業はそれより品質の劣る製品を
アメリカに輸出する。（本段落：図表２参照）
さらにアメリカの IT産業は、流通や金融などのサー
ビス産業がそれを利用することによって、生産性を飛躍
的に上昇させることに貢献した。その結果、物質面だけ
ではなく、生活のあらゆる面で、より便利で快適な生活
を可能にさせるサービス産業はその比重を一層高めた。
このように、今やアメリカ国内の先端産業・サービス産
業と国外の伝統産業との間で経済循環が起きているので
ある。（本段落：図表２参照）
ニッポンやタイワンは、チュウゴクで低位から中位技
術製品を製造し、アメリカに輸出すると同時に自国にも
輸入する。つまり、チュウゴクとの間で、やはり垂直型
分業をしている。自国産業を高度化させていき、チュウ
ゴクにより低位の部分を移転し、チュウゴクで生産して
いる製品に対する購買力を上昇させれば、その分チュウ
ゴクの成長可能性も拡大する。だから、チュウゴク経済
の成長は、むしろ先進国の産業技術の高度化、生産性の
向上に依存する。
先進国産業が高度化せず、チュウゴクの追い上げで既
存産業が圧迫されれば、その結果として、自由貿易とい
う原則は棚上げして先進国はチュウゴク製品に対して輸
入制限政策をとることになるから、チュウゴク経済の発
展も頭打ちとなる。
現在、アメリカ国内に残った一部の伝統産業と海外に
進出したアメリカ企業および途上国企業との間に貿易摩
擦が生じている。しかし、アメリカの先端技術部門の就
業者とアメリカの小売業は安い途上国製品を歓迎するか
ら、国内の伝統産業企業が盛んに不満をいい、政府もそ
れに配慮するポーズをとるが、アメリカ国内企業同士の
綱引きによって、本当に真剣には輸入制限や人民元の通
貨切り上げ交渉はしない。それが証拠に,大騒ぎをした
が、05年人民元は２％しか切り上がらなかったし、ア
メリカへの繊維製品の輸出は大幅に増加している。
輸入制限と人民元切り上げについては、アメリカ政府
はさして腰を入れて対外交渉をしていないが、アメリカ
の輸出産業は国際収支の悪化＝貿易不均衡是正を理由に
輸出攻勢をかける。例えば、航空機産業はチュウゴクに
輸入を迫る。アメリカ政府もこれを得点稼ぎに利用する。
チュウゴク側も対米輸出が押さえ込まれるのは困るが、
すでに獲得した黒字（米ドル）によって、チュウゴクで
は生産できない航空機などを買い付けることは問題がな
いから、これでアメリカからの要求をかわそうとする。
２．アメリカに預金するしかない外国の黒字
アメリカにとって、国際収支赤字は本来的には問題無
い。伝統産業が海外に移ったが、これへの支払いが輸入
として海外になされるため赤字が生じた。国内の先端産
業部門は国内に十分な需要があるため、貿易赤字をカバ
図表２　アメリカとチュウゴクの交易関係 
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ーするほど輸出をしなくとも済んでいる。国内の先端産
業とサービス産業の就業者が強力で十分な購買力をもっ
ているから、海外からの伝統産業製品の輸入が可能であ
る。（本段落：図表２参照）
通貨の移動の面をみれば、米ドルが基軸通貨であり、
アメリカの対外貿易のほとんどは米ドル建てで、なされ
ているから、輸入額ー輸出額の差額のアメリカがチュウ
ゴクに支払ったネットのドル（＝赤字分）は、実はアメ
リカ国内にある銀行のチュウゴク保有のドル預金口座に
とどまっている。形の上で、チュウゴクの輸出者が香港
の銀行にある輸出者のドル預金口座に代わり金の振り込
みを指示しようと、実際にはその香港の銀行はアメリカ
国内の自らの支店、他の商業銀行ないしFRB（アメリ
カの中央銀行）に預金口座をもっており、チュウゴクの
受け取り分であるドルは実態上はアメリカ国内にある口
座に振り込まれるだけである。ということはすなわち、
FRBにある各銀行の口座間振替にすぎない。だから、
アメリカからアメリカ国外への支払いであろうと実際に
はドルはアメリカを出ない。
これを図表３にそって、説明しよう；
１） アメリカの繊維製品の輸入者①は自分の取引銀
行である例えばBank of Americaのニューヨーク
支店に対しチュウゴクの輸出者②（チュウゴク側
は輸出入者を同一と仮定）へ輸入代金のx米ドル
（建値）を支払うよう依頼する。
２） Bank of Americaは、輸出者②のドル勘定を保
有していないから、Bank of Chinaのニューヨー
ク支店へ輸入代金を支払い、輸出者②への支払い
を依頼する。
３） Bank of China/NY は輸出者②の所在地ペキンの
Bank of Chinaの本店へ輸出者②への支払いを依
頼する。しかし、この支払いにあたって、アメリ
カからチュウゴクへ資金が実際に送られるのでは
なくて、記帳上、Bank of China/NYは自分のドル
勘定から引き落として、Bank of China/Head
Officeは自分のドル勘定に計上するだけである。
４） Bank of America から始まる以上の一連の資金
の動きは、実はすべてFRB（アメリカ中央銀行）
が保有しているBank of America とBank of China
の勘定の間で行われる。つまり、ドル資金は
FRBの帳簿の中を移動するだけである。という
ことは、国外との取引であっても、米ドルはアメ
リカの外に出ることはない。
５） Bank of China/H.Oはアメリカで受け取ったド
ル資金を見返りに輸出者②に人民元を支払う。そ
の人民元の支払いは米ドルを人民銀行（中央銀行）
に売却して人民元を買い取ることで可能となる。
（この米ドルの移動もFRBの中で完結する。一方、
人民元の移動も人民銀行の勘定の間で行われ、輸
出者②が現金で引き出す時まで、銀行内に滞留す
る。）
６） 輸入を併せて考慮すると、チュウゴク側の輸出
（x米ドル）が輸入（y米ドル）を上回っているか
ら（図ではチュウゴク側の輸出者（繊維製品）と
輸入者（機械）は同一者②と仮定）、差額＝黒字
の米ドルはアメリカにとどまり、チュウゴクにお
くられることはない。
米ドルはアメリカの外に流出しないといったが、事実
として、大量のドル紙幣が世界各地で支払いに使われて
いる。北チョウセンは、その政府が偽ドル札作りをして
いるほどである。しかし、それは実際のドル決済のほん
の一部である。ほとんどは銀行間決済で、銀行の口座間、
つまり帳簿上で動くだけである。
海外への支払いの方が多いから、アメリカの赤字であ
るが、外国（企業）が稼ぐドルはすべてアメリカ国内の
銀行にまずは預金される。稼いだドルはせっせとアメリ
カの銀行に預金されてアメリカを出ることはできない。
そればかりか、他の通貨に転換させることもできない。
なぜなら、アメリカの銀行はそれほど外国通貨、例えば
人民元を持っていないから、チュウゴク企業は稼いだド
ルは人民元を持っているチュウゴク銀行へ売って人民元
を獲得する。チュウゴク銀行（ないし人民銀行）は買っ
たドルをFRBに預金をするが、それでは利息がつかな
図表３　国際交易の実務上の資金の流れ 
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いから、米国債を買う。しかし、いずれにしてもドル資
産であることにかわりはない。ドルの所有権は確かにチ
ュウゴクに移る。しかし、それは依然としてアメリカに
とどまるのである。そして、その一部はチュウゴクへの
直接投資の原資ともなる。だから、貿易収支の赤字はア
メリカにとって本来、なんら困ることではない。
1997年に、橋本首相が、アメリカとの貿易摩擦におい
て、アメリカからの要求をはねつけるためにニッポンが
アメリカを支えていると主張する意図で「米国債を売り
たい誘惑にかられる」との発言をしたが、これはかれと
かれにアドバイスをしているニッポンの通貨当局が米ド
ル決済のほんとうのメカニズムを理解していなかったこ
とを示している。米ドル債を売ったところで、手にする
ものはFRBへのドルの預金である。同じくドル資産で
あり、これを円に換えることなどできないのである。円
に換える場合、アメリカの銀行や企業は円をもっていな
いから、ニッポンの銀行にドルを売って円を買うしかな
い。この結果、円高/ドル安となるが、この資金取引は
ニッポンの機関の間で行われるだけであり、しかも米銀
の決済口座の間を移動するだけで、アメリカを出ない。
チュウゴクは大量の外貨（ドル）預金を保有している。
世界一となったと自慢をしている。しかし、チュウゴク
の輸出の６割は外資系企業によるものだから、チュウゴ
クの外貨保有の６割は外国企業によって獲得されてい
る。かれらが輸出で得たドルは、チュウゴク国内の賃金
支払いや原材料購入の必要のために、チュウゴクの銀行
へ売られ、人民元と交換されるため、ドルはチュウゴク
の銀行に所有は移り、これをチュウゴクの人民銀行（中
銀）が買えば、中銀の外貨保有は増える。
しかし、外資系企業は必ずしも輸出の全額をそのまま
チュウゴクの子会社への受け取りに向けるのではなく、
例えば、ホンコンの銀行を代わり金の受け取り先に指定
し、代わり金からチュウゴクの工場の経費を差し引いた
利潤の部分はドルのままホンコンで保有する。ホンコン
などには大量の余剰ドルが滞留し、これがチュウゴクへ
の直接投資の拡大や各国証券市場への運用に向っている。
３．アメリカの財政赤字は問題である
先端産業部門が強力で、購買力があるのなら国際収支
は赤字でよい。ただし、ここで、別の問題がある。財政
と家計の赤字である。巨額の財政赤字がアメリカの景気
を支えている面が強い。イラク戦争が一時は黒字化した
アメリカの財政を再び赤字に転化させ戦後最大規模にな
っている。（図表４）イラク戦争特需がアメリカの景気
を支え、アメリカへの輸入を拡大、継続させてきたとい
えるだろう。
もし、財政が持ちこたえることができなくなり、増税
したり、歳出を縮小せざるをえなくなれば、アメリカの
景気は急速に後退し、輸入に甚大な影響を与えるだろう。
その時、チュウゴクなど途上国はアメリカ以上の打撃を
受けるかもしれない。ニッポンでは、70年代まで「ア
メリカがくしゃみをすればニッポンは風邪をひく」とい
われていた。
チュウゴクの成長はアメリカなど先進国への輸出で可
能であった。アメリカへの輸出に陰りがでれば、その持
続的成長は困難となるだろう。これは97年のアジア通
貨危機ですでに証明済みである。当時、チュウゴクは影
響を受けなかったが、それはチュウゴクが黒字であった
のと、世界経済への組込まれ方がまだそれほどではなか
ったからだといえる。しかし、今後はアメリカの動向に
よって大きな影響を受ける。
４．アメリカが引き起こしたアジア通貨危機１）
80年代後半から90年代初頭、アメリカは巨額の双子
の赤字を抱えていた。先端産業部門への産業転換はまだ
道半ばであった。だから、途上国のアメリカ既存産業へ
の殴り込みは脅威であった。ニッポンは91年、ようや
くバブルがはじけ、一時の勢いをなくしていたが、その
他のアジア勢はアメリカ市場へ怒涛のごとくなだれ込ん
でいた。
アメリカ政府はアメリカへの輸出を押え込み、同時に
途上国の市場を開放させるべく必死で、途上国へ厳しい
圧力をかけはじめた。その結果、アメリカの国際収支が
改善、同時に財政収支も改善し,財政は黒字に転換した。
しかし、それは途上国にとっては国際収支の悪化を意味
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し、対外債務の支払い能力に対して国際金融筋に疑念を
生じさせた。
これこそ、短期融資継続停止→通貨危機の原因である。
これを短期資金の「引き上げ」といってもよいが、毎日、
貸付―返済が繰り返されていた翌日返済（over night）
の多くの貸付が、一斉に継続を“停止”したといったほ
うが正確である。
アジア通貨危機の説明として、一般に投機筋の「暗躍」
が原因とされているが、当該国の対外収支の悪化による
対外支払いへの不安というベースがあって危機が発生す
るのであり、たんに投機筋が動くだけでは危機にはなら
ない。
資金の出し手とは、臆病者がほとんどで―意図的に、
能動的に危機を利用するものが中にはいるとしても
―、返済に不安を感じたから昨日までは毎日繰り返し
て貸し続けてきたが今日は貸さないという判断をしただ
けのことである。
図表５にそって、以上のメカニズムを説明する；
カンコクは1980年代後半以降、対米貿易黒字であった
が、徐々に下降し始め、95年には初めて５億ドルの赤字
となる。そして、97年の通貨危機の前年である96年に
は33億ドルの赤字に一挙に増加する。これによって国際
金融筋がカンコクの対外支払い能力に疑念を抱いた。
（図表５－１）カンコクと世界との貿易は80年代の黒字
から90年代には赤字に転じたが、やはり、96年に100億
ドル、97年に200億ドルに急増している。（図表５－２）
そして、97年に危機が発生することによって、その後、
対米、対世界とも輸入が大削減されることでバランスが
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図表５-１　Korea’s Trade with U.S.
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41.0
51.8
93.3
114.3
156.6
178.8
224.5
71.9
253.8
3.1 6.3
8.9 0.9
-4.8
-9.6 -5.2
-1.6
-6.3
-10.0
-20.6
-8.0
39.0
19.2 13.9 8.7
0.9
15.0 29.3
152.4 141.1
144.6150.3
135.1
102.3
83.881.881.5
69.8
61.5
31.6
193.8
133.5
166.3
149.8 157.5
132.3136.6
129.7
125.1
96.0
82.2
76.6
65.0
62.460.7
47.3
34.7
-50
0
50
100
150
200
250
300 図表５-２　Korea’s Trade with World
bi
ll(
U
S
D
LS
)
1986 1987 1988 1989 1990 1991 1992 1993 1994 1995 1996 1997 1998 1999 2000 2001 2002 2003 2004 year
Imp
Exp
Balance
政策科学 14－1，Oct. 2006
－6－
回復していることがわかる。
タイは対米は一貫して黒字であるが、96年にやはり
急減している。（図表５－３）対世界は一貫して赤字で
あるが、こちらも95年、96年と、規模がやはり拡大し
て来ていたのが、97年、98年にやはり大幅な輸入削減
が実施されることでバランスが回復した。（図表５－４）
チュウゴクは東南アジア諸国とは違い、当時も国際収
支黒字国である。債務支払いに心配はないから、通貨危
機はおこらなかった。では、今後はどうなのか？
アメリカの先端産業が発展を続け、強大な購買力を持
ち続けること、またアメリカの財政が悪化し、引き締め
政策に転換するようなことがないこと、この２つの条件
が変らず、アメリカへの輸出に影響がでるようなことが
なければ、チュウゴクが順調に成長できる環境にある。
日本も産業の高度化を進める結果、ある程度はアメリカ
の肩代わりをできるようになるだろうが、どの程度可能
かはわからない。
チュウゴクは黒字国であるから、対外貿易環境の悪化
があっても直ちに対外的な救援を受けねばならないよう
な危機は発生しない。ただ、成長力に停滞感が出始める
と、以下に述べる国内経済構造がかかえる歪みが、社会
不安という危機を生み出す可能性が高い。
Ⅱ．チュウゴク政治経済体制の根本的欠陥
１．外資に依存する「世界の工場」
チュウゴクは79年の改革開放政策への転換によって、
指令統制型経済に市場導入をすることで、経済成長を拘
束していた固い殻を打ち破った。しかし、国内の国営企
業には改革のモメントがほとんど皆無というより後ろ向
きであったから、外資企業にやってきてもらって、国際
市場に通用する製品の製造から輸出まで、丸ごと担って
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図表５-４　Thailand’s Trade with World
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チュウゴク経済の持続的発展とアメリカ経済（岸本）
もらったのだった。（図表６：当該図は、Ⅱ、Ⅲ章の内
容を図示したもの）
その結果、いまやチュウゴクは「世界の工場」とまで
言われるようになるまで急激に経済を成長させた。しか
し、その中身をみれば、依然として外国資本が合弁や独
資の形で、その発展の中心部分を支えているというのが
実態である。輸出の60％、そしてその中で品質がまし
な製品は外資系企業によるものである。
チュウゴク側も郷鎮企業や一部の国営企業では、雑貨
や低級品の繊維製品を輸出して、外貨を稼いでいる。ま
た、ハイラルなどの国営家電企業が現れ電子レンジや小
型冷蔵庫などの輸出もしているが、価格が安い低級品に
とどまっている。ほとんどは国内需要を満たすための低
級品を製造しているにすぎない。鉄鋼などの素材産業も
先端的な水準に達している工場は少なく、それも外資に
依存しており、むしろ、老朽化した設備を使い続けてい
るのが現状で、本当の意味での技術移転は進んでいない。
有人衛星など軍事に関る技術は、国威発揚を目的とし
て金に糸目をつけずにやれば、できないことではない。
チュウゴクの技術開発は秘密主義の軍事に片寄っている。
２．チュウゴクが自力で産業化できない元凶―共産主義
チュウゴク政治経済体制の決定的な弱点は、自分の力
で産業化をする能力がない、ということである。ニッポ
ンは、当初は留学したり、外国人に来てもらって（御雇
い外国人）、管理方法や技術を学んだが、自国資本で産業
化を進め、外国からは技術導入＝購入はしても、自国産
業の保護と育成を貫いた（発展した後になって、相互乗
り入れが行われ、ソニーがコロンビア映画を買収したり、
逆に外資がニッサンや新生銀行の経営権を取得した）。
タイワン人はニッポンの統治下で、管理経営、技術を
学び取っていった。ニッポン人経営者の下でタイワン人
による企業運営が進んでいた。だから、ニッポン撤退後、
直ちに経済は自立し、外資との合弁をも利用しつつ、自
国産業が育成され、国際競争力を獲得していった。
ところが、チュウゴクは改革開放後、４半世紀が経過
したにもかかわらず、外国資本に依存したままである。
世界の工場といわれているが、チュウゴクに進出してい
る外国企業が、合弁や独資のかたちで、チュウゴクで生
産し外国に輸出しているために、巨額の外貨準備高を獲
得するに至っているのであって、チュウゴク人自身の主
導的働きと能力の発揮による部分は小さい。
チュウゴクは共産党による国有企業を軸とした指令・
統制経済をかなめとしてきた。社会主義は鉄道や通信と
いった巨大社会インフラだけでなく、ほとんどの製造業
まで国営とした（これが社会主義経済が硬直的である最
大の欠陥であるが）。
途上国が資本や技術が不足しており、急速な発展をせ
まられている段階ではそういった開発独裁型のシステム
は有効であった。しかし、生産物やサービスの種類が多
様化し量的に増加すれば、官僚の人為的配分、指令では
到底やりきれない。市場にまかせるしかない。
そこで、チュウゴクは中核的部分は依然として国営で
運営するが、外縁的部分は民間、とりわけ技術導入や輸出
は外資にまかせることで活性化を図った。この政策は現在
までの高度成長を実現し一定に成功してきたといえる。
しかし、依然として、多くの国営企業では、生産計画
や利潤の自主運用など一定程度、自由化政策がとられる
ようになったが、採算がとれるか否かにかかわらず、上
からの指令に基づき、決められたものを生産するという
体質はかわっていない。だぶついた雇用もこれまで通り
守って行こうとする。
あえて、リスクを犯して売れるかどうかわからない製
品を苦労して作ろうとは思わない。かれらは、自分でよ
りよい製品をどうすればより効率的に生産できるだろう
か、などとは考えない。共産党の御指導のままやってい
きたい。学校では、共産党の「正しい指導」に従うこと
しか教えない。いろいろなことに関心や疑問を持ったり
図表６　チュウゴクの市場拡大と矛盾の激化 
共産党統制・指令体制 
周辺産業 核心産業 
全部企業国営化 
市場・外資の部分的導入 
制度硬直化 
（社会主義の欠点） 
国営企業（部分的自主権） 
民営企業 
外資企業（輸出額全中国の60％） 
国営企業（自主権薄弱） 
共産党の監視 
・自由市場体系 ・自由経営、情報収集 
・自由行動、言論自由 
・統制、指令体系 ・「計画」経済 
・言論統制 　　　・共産党の指導 
＊大矛盾の発生 
＊Identity Crisis 
　・共産主義の誤り明白 ・都市と農村の格差の拡大、企業倒産 
　・外国資本の「支配」 
民主化要求 
　当方の促進政策 
・現地化（技術、管理権の移譲） 
台湾 
hub化 防禦力強化 近い将来攻撃 
攻撃失敗の確信を与える 
核心技術の 
保持　三通 
排外主義 共産党の権威失墜 
・反日暴動 
・国威宣揚（有人衛星、オリンピック） 
●台湾の武力解放 
誘導 
国是→既定戦略 
矛盾の深刻化→共産党権威回復 
台湾経済の獲得 
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する人間は困るのである。
共産党独裁と国営企業中心主義を廃棄しない限り、チ
ュウゴクの技術開発力は解放されない。常に押さえつけ
られてしまうのである。だから、逆に、外資にやってき
てもらうしかない、というパラドックスが生まれるので
ある。
３．国内市場（内需）の可能性と限界
チュウゴク経済の持続的発展のために、チュウゴク国
内市場（＝内需）の掘り起こしが期待されている。確か
に国内購買力は増加している。しかし、ニッポンでさえ、
内需拡大よりは輸出主導で成長させているのであり、容
易なことではないだろう。
アメリカの先端産業部門の購買力に陰りが生じ、米財
政がこれ以上の赤字に耐えられなくなった時、その分を
中国の内需が肩代わりできるだろうか。これは難しい。
外資系はこの領域への参入をねらっている。新しい内
需拡大というのではなく、輸入代替という面もある。国
内企業との間でし烈な競争が始まっている。この戦いは
外資に有利かもしれない。チュウゴクで生産することで
国内企業と同様なコスト競争力を確保した上に、豊富な
資金力、ブランド力で国内企業を圧倒するかもしれない。
意欲のある有能な経営者が立ち上げた国内民間企業も、
管理、生産技術は基本的に外資の後追いだから、外資と
の競争は厳しいだろう。効率が悪い国営企業は破綻に追
いやられ、大量の失業がでるだろう。もともとだぶつい
ている国営企業の労働力を効率を追求する外資や民間企
業が吸収できるとは思われない。
これら内外の企業による競争で、内需も一定程度掘り
起こされ、生活水準が上昇する人々がいる一方、同時に
失業や都市と農村との格差の拡大が社会不安を膨らませ
る可能性が高い。そこにエネルギー、水の供給不足が加
われば、経済成長は減速せざるをえないし、そうなれば
社会不安が一気に爆発し暴動などが続発することも想定
しておく必要がある。
国内市場の開拓＝内需の掘り起こしとは、生産、物流、
情報など、社会のあらゆる領域で自由化が進まないと実
現できない。チュウゴク人が共産主義の統制的枠組みか
ら解放され、自由な発想で行政や企業経営などを考える
ことができる環境を整えないと、ある程度は進んでもそ
れ以上の発展は望めないだろう。独裁を打ち倒すほどの
社会的枠組みの大きな変革が求められる。しかし、変革
の前には大きな反動があることも歴史が教えるところで
ある。
４．民主化の萌芽―自由な言論メディアを求める動き
市場化の波に乗り、うまくいっている企業もある。外
資系企業や一部の成功している国営企業と民間企業であ
り、そこの中級以上の従業員、そして都市近郊の農民は
比較的大きな購買力を持ちはじめている。
こういった企業は消費者が常日頃何を望み、どれだけ
の購買力があるかを知りたい。また、原材料市場の状況
や他企業や業界の動向もしりたい。政府の政策とそれが
策定されるに至った裏の事情や汚職の実態も知りたい。
かれらは共産党のありがたいスローガンではなく、自由
なメディアを通じたさまざまな情報を不可欠としてい
る。自由な市場経済は自由な言論と開かれた議会制度に
よる利害調整を必要とする。
つまり、チュウゴクの社会には２つの流れがある。市
場をあくまで外縁にとどめ、共産党の独裁と経済の核の
部分では国営中心・統制型を維持していこうとする勢力
と市場経済の拡大と言論や選挙制度の民主化を推進しよ
うという勢力である（文革は市場完全反対派と外縁的市
場導入派との戦い）。
後者の力を過大評価してはいけないが、昨今の新聞弾
圧に対して共産党の有力者（引退者だが）も含んだ表立
った反対の動きがみられるようになったことに萌芽をみ
ることはできるだろう。
５．共産党への不信と排外主義
民主化の動きはあるが、しかし、それよりも排外主義
の動きの方が強い。
外国資本はチュウゴクの安い労働力を求めて労働集約
的生産工程をチュウゴクへ移した。確かに、チュウゴク
に雇用機会を提供しチュウゴク人の生活水準の向上には
寄与している。
東部沿岸地方には、東莞のような、ほとんど台湾企業
の企業城下町といえるような町が存在し、タイワン人の
チュウゴク居住者は120万とも150万人ともいわれてい
る（ニッポン人は約10万人）。彼らは、管理者、技術者
として、多数のチュウゴク人を労働者として雇用してい
る。その数は何千万人にも及んでいる。
政治・軍事では、タイワンはチュウゴクにいじめられ
ている感がある。チュウゴクの妨害で、U.N（連合国）
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をはじめ、SERSや鳥インフルエンザで各国の緊密な協
力が必要な時であるにもかかわらず、衛生、医療の組織
であるWHOにさえ入れない。軍事的にはチュウゴクは
タイワン対岸にミサイルを並べ、1996年のタイワンの
総統選挙に圧力を加えるために、躊躇なく近海に撃ち込
んだし、「反国家分裂法」を制定し武力攻撃さえも公言
してはばからない。
ところが、経済では実はタイワン企業が大陸経済を
「支配している」とも言えなくはない。これら企業は経
営の指令塔とR＆Dの部門はタイワンに残している。大
陸の企業になったわけではない。
タイワン人やニッポン人はチュウゴクで管理者とし
て、チュウゴク人の上に立ち命令する。大きな家に住み、
メイドを雇い、高級レストランで食事をするなど羽振り
がよい。買春や妾など、性的面でも問題がないわけでは
ない。これらは、チュウゴク人の自尊心を著しく傷つけ
ている。
学校では、共産党が指導して帝国主義を追い出し、資
本主義よりすぐれた貧富の格差のない真に平等な社会主義
を実現したと教えていた。しかし、貧富の格差はひどくな
り、追い出したはずの憎むべき資本家に再び来てもらって、
教えを乞うたり、命令されているのが現実である。
教科書の中の麗しき社会主義チュウゴクと外資が「支
配する」現実との落差は、共産党への不信感とともに、
民族排外主義の気運が同時進行で大きくなっていること
を認識する必要がある（同時に外国文化に憧れたり、外
国から学ぼうとする者もでてくるが）。共産党は自らに
向けられる不満を統制下にある学校教育やネット、メデ
ィアを通じて、外国へと向わせる。それが、05年４月
の反日暴動となって爆発した。
Ⅲ．チュウゴクのタイワン武力攻撃
１．既定戦略であるタイワン武力「解放」とその阻止の方法
両岸間での経済関係はすでに、深く、強いものになっ
ている。そういった現状から、この経済関係をさらに、強
固にさせていくことが、戦争をおこすことよりも、タイワ
ンはもとより、チュウゴクにとっても有意義であるはずで
あるから、チュウゴクは、タイワンが独立を宣言さえしな
ければ、このまま武力行使などはせず、現状維持を容認す
るのではないかとの期待が支配的になっている。
しかし、それは甘い期待であり、早かれ遅かれ、中共
政権は台湾を武力によって彼らの支配下―少なくとも
ホンコン方式―に併合（統一）するつもりである。こ
の目標はすでに以前から確定している。それは中共の国
是である。そうしなければ、中華人民共和国は完成しな
い。それは、できるだけ早く実施しなければならず、
「次の世代を待つ」というような悠長なものではない。
チュウゴクが自国をどのようなものとして認識してい
るか、確認しておく必要がある。帝国主義の下での半植
民地状態からの解放が国是であり、自国の領土を回復し、
さらに外国からの脅威を完全に排除することにある。
この原則に照らせば、現状はまったく満足できるもの
ではない。チュウゴクの一部であるタイワンはアメリカ
帝国主義の軍事的支援によって支えられた反乱者が不法
占拠している。さらに、東・南シナ海沿岸をアメリカの
偵察機が我が物顔に飛びまわり、アメリカにバカにされ
続けている。インド洋や太平洋を通るチュウゴクのタン
カーはいつアメリカの艦艇によって停船命令を受けるか
もわからない。
こういった状況は、1949年の建国時にすでに解決さ
るべきであり、武力によるタイワン解放を試みたが、当
時は十分な艦船も飛行機もなく、実現できなかった。そ
れでは、その後、チュウゴクはこの目論見を放棄したの
であろうか。そうではなく、これを実現させるべく、自
国の軍事力の整備、拡大を続けてきたのである。そして、
それは、かなりの実現性のあるところまで、拡充できた
のである。
以前にはなかった、ミサイル、潜水艦、上陸用舟艇、
空挺部隊などは、タイワン攻撃の能力をほぼ備えるまで
拡充されてきたし、アメリカへ届く核ミサイルの使用を
ほのめかすことで、アメリカのタイワン有事での介入を
阻止することも可能であると考えるようになってきてい
る。だから、いずれにしても、既定方針どおり、タイワ
ン武力解放実施に踏み切るだろうし、その時期は近づい
ている。
タイワンの民進党政権は、独立を宣言する可能性をも
っている。そうすることで、台湾の独立を明確化し、ア
メリカがその独立を支持し、チュウゴクからの武力攻撃
から守らざるを得ないようにしむければ、タイワンの分
離独立が確定し、チュウゴクが台湾をその一部として回
収する目論見は完全についえさってしまう。その意味で
も、タイワン攻撃能力の完成を早める必要に迫られ、そ
の実行を準備している。
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現状では、タイワン政権がタイワン独立を宣言し、国
名をタイワンに変えたところで、アメリカはそれを承認
しないから、実質的には今の非公式な対外関係が継続す
るだけなのであるが、チュウゴク側はタイワンに勝手に
されれば面子が立たなくなる（国内的に共産党の権威が
保てなくなる）から、そのタイミングで武力攻撃に踏み
切る可能性は高い。
まだ、完全に攻撃の準備が整ったわけではないから、
反国家分裂法で脅しをかけつつ、連戦国民党主席（2005
年５月当時）らを招いて友好を演出し、時間稼ぎをして
いるのである。
もともとの解放の国是に加えて、別に早期実行を促す
事態が進んでいる。タイワンをはじめとした外資のチュ
ウゴク進出は―それは共産党自身が経済の停滞からの
脱却のために推進した政策なのであるが―、外国資本
による屈辱的な経済支配の進展を結果している。チュウ
ゴクは大きな Identity Crisis に陥っている。共産党の正
当性と正統性（Legitimacy）が大きく揺らいでいる。こ
れこそが、チュウゴク政権のタイワン併合への衝動を引
き起こすのである。タイワンを併合すれば、タイワン資
本は完全なるチュウゴク資本となる。
タイワン解放は阿片戦争以来の領土的割譲と外資の支
配という２重の意味での屈辱からの解放を実現させ、共
産党の威信を回復するBig Showとなるはずである。
ホンコンはイギリスの植民地で、民主主義を享受して
いたわけではないし、大陸と陸続きで、水も電力も大陸
からの供給に頼っていたから、併合に抵抗できなかった。
タイワンが無抵抗で（平和的に）独裁チュウゴクの併
合を受入れる可能性はほとんどないから、武力を使用す
るしかない。自由な民主主義システムを捨て、共産党支
配の下に入りたいと思うタイワン人は統一の支持者にも
いない。
武力行使を脅しに使いながら、「平和的」統一を迫れ
ば、アメリカも反対するからそれは不可能だ。だから、
平和的統一は考えられない。
大陸側はアメリカに介入のすきを与えず、奇襲して、
短時間で制圧してしまえば、人命の損失と国土破壊をお
それるタイワン人は、たいした抵抗をせずに統一を（や
むなくではあるが）受け入れるだろう、と読んでいるに
違いない。
台商は人質でもある。かれらも共産チュウゴクへの併
合を望んでいるわけではないが、中共は開戦の際、併合
をスムーズに受け入れさせるために、併合されても台商
の企業活動はこれまで通り保証されると宣伝し、かれら
の恐怖感を払拭させようとしている。そのため胡錦涛は
2006年２月、アモイの台商を訪問した。
我々はチュウゴクの対外的暴発への備えを怠ってはな
らない。タイワンへの奇襲の可能性が高いのだが、それ
をすれば、反撃によって必ず失敗するという“確信”を
チュウゴク政府とチュウゴク軍に与え続ける必要があ
る。当方（当事者のタイワンは当然として、日米）の防
御力の備えを忘れてはならない。
チュウゴクの対外的な暴発（explosion）の押え込み
に成功すれば、対内的な爆発（implosion）しかない。
共産党独裁のシステムは機能不全となり、民主革命がお
こるだろう。ソ連と東欧でおきたことだ。ほとんど無血
革命でだった。チュウゴクでもそういう形で成功するこ
とを望みたい。
２．脅威除去の本質的方策
チュウゴクのタイワン攻撃という暴発行為を押え込む
ためには、当方が十分な軍事的備えを有し、それが彼ら
に冒険の失敗を確信させることができるか否かにかかっ
ている。
しかし、それだけでなく、当方の大陸との経済的関わ
りかたを検討する必要があるだろう。タイワン企業は対
中投資において、ニッポン、アメリカと肩をならべるほ
どの大きな規模である。現実にはタイワン企業をはじめ、
外資が大陸経済を「支配」しているともいえる。そして、
ほとんどの企業では、自国の労働者が嫌がる根気のいる
作業に低廉な労働力を利用することが目的であるから、
チュウゴク人への技術移転はそれほど進んでいない。管
理職への登用も進まない。
その原因は、単に外資が不熱心であるだけではない。
チュウゴクの社会システムが、外縁は別として骨幹の部分
では共産党の指示命令を絶対化し、排外主義を醸成し、中
華思想で国民をまとめようとしているから、外国から学ぶ
などの進取の気性を育むことを阻んでいることにある。
しかし、登用されていない事実や外国人の贅沢な振る
舞いは排外主義に正当性を与え、外国企業や外国人を標
的にした強盗や暴力行為を頻発させることになりかねな
い（既に日本人に限らず、東莞などでは台湾人が標的に
なっている）。
だから、事態を放置しておくわけにはいかないだろう。
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そのためには、チュウゴク政府にこびへつらい、機嫌を
とることではなく、知的所有権の保護などでは言うべき
ことを言わねばならない。しかし、同時にチュウゴク人
への技術移転と管理職への登用を真剣に進めなければな
らない。
80年代はじめ、ニッポン製の自動車がデトロイトの
アメリカの自動車工場の前に引き出され、アメリカ人に
よってハンマーで叩き壊されるというパフォーマンスが
あった。これは、集中豪雨的なニッポン車の対米輸出が
もたらしたものだった。
しかし、今やトヨタをはじめニッポンの自動車会社は
アメリカでの販売を増加させ、高収益を上げているのに
対して、アメリカのGMもフォードも経営不振に陥って
いる。ところが、アメリカ人は誰もニッポンの自動車会
社を非難しない。それはアメリカで生産しアメリカ人に
経営させているからだ。
チュウゴクでも同じ事だ。もちろん、核心技術は
Black Box化して、もっていかないことは、その会社の
生き残りにとっても重要なことだ。ただ、それ以外の技
術はできるかぎりチュウゴクに移転し、幹部への登用を
推進すべきだ。
こういう努力を続けることで、チュウゴク企業を打ち
のめす競争相手、チュウゴク人をこき使う外国人という、
共産党への不満をそらす格好のScape Goatにならずに
済むだろう。こうして、不満のはけ口をタイワン武力攻
撃や外国企業、外国人への暴力行為へではなく、共産党
へ向わせることで、チュウゴクの民主化へのエネルギー
に転換することを期待したい。
特に、タイワンの場合、つぎのことがいえる。大陸の
武力的野心は封じ込めねばならない。と同時に、タイワ
ンが東・東南アジアの経済圏で主導権をとりハブになる
必要がある。アメリカやニッポンと協力することで、チ
ュウゴクに公平な通商ルールを遵守させ、政治問題を経
済への圧力に利用させないことが重要である。
すでに、チュウゴクに深く足を踏み入れてしまってお
り、いまさら足を抜くわけにもいかない。チュウゴクに
ルールを守らせるしかない。むしろ、これまで述べたよ
うに彼らの民族感情に配慮しつつ、タイワン主導の経済
関係の強化こそ図るべきである。
大陸への投資によるタイワン産業の空洞化、失業の増
大などがよく喧伝される。しかし、伝統産業は国際的競
争の中で、いずれにしても途上国へ移っていくものだ。
そのままタイワンにとどまっていたら、倒産と失業の嵐
に見舞われていただろう。大陸に移転したことで、企業
は生き残り、100万人以上のタイワン人の雇用が大陸に
おいて確保されたと見るべきだ。
３通（両岸間の直行便など）はしてもしなくとも、現
実的にはタイワンが大陸の太平洋沿岸の中間的脇腹に至
近距離で位置しているから、ホンコン経由であっても、
他国に比較してすでに十分にそのアクセスの優位性を享
受しているといえる。ただ、３通した方がさらに便利に
なることは確かだから、防衛力の充実を条件に、それも
やるべきだろう。そうなれば、タイワンは名実ともに
東・東南アジアのハブとなる。
（本稿は、2006年３月27日、台湾綜合研究院主催シンポ
ジウム（於台北）での報告「中国経済持続的発展的可能
性」をベースに加筆修正したものである。）
注
１）岸本はアジア通貨危機を予告していた。「日米経済不均衡
問題と日本の課題」（政策科学1994年４月）における『危機
にあるアジア成長神話』の頁を参照。
